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世界の気候変動対策の目標：産業革命から２度
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

• 現状(2017年)で1.0℃を超えて上昇。
• 既に、人々、自然や人間活動に影響が現れている

（異常気象、海面上昇、北極の海氷減少など）。
• このままの率で温暖化が進めば、2030年から2052

年の間に気温は1.5°C上昇と予想されている。
• 今の各国提示の目標では、2度上昇には抑えられ

ない。（3度上昇に達する見込み）

パリ協定で合意された長期目標：
世界平均気温の上昇を産業化以前と比較して2度より十分低く抑え、
さらに1.5度未満に抑える努力を追求する。
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世界平均気温の将来予測
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

出典；環境省作成「地球温暖化対策について（平成27年2月）」
https://www.env.go.jp/council/01chuo/y010-22/mat03_1.pdf

21世紀末の世界平均気
温は、 1986-2005年に
比べて、
→厳しい温暖化対策をとっ

た場合0.3-1.7℃上昇
→温暖化対策を取らなかっ

た場合2.6-4.8℃上昇
すると予測されている。

参考：産業革命以前からの上昇温度に換算
（+0.61℃）するとそれぞれ

0.9-2.3℃（対策有）、
3.2-5.4℃（対策無）となる。

〇緩和策により起こる気候変動に差がある 適応すべき大きさに差
〇パリ協定下でも最低でも１℃の将来の気温上昇

適応は困難
適応が必要

〇RCP8.5（積極的には温室効果ガス削減をしないケース）では
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日本における年平均気温の上昇
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

統計開始（1891年）以降、最も暑い年TOP６は1990年以降
そのうち４つは2000年以降

出典：気象庁HP 日本の年平均気温 http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_jpn.html

― 細線（黒）：各年の平均気温の基準値※からの偏差
― 太線（青）：偏差の5年移動平均
― 直線（赤）：長期的な変化傾向
※基準値は1981〜2010年の30年平均値

年平均気温は100年あたり約
1.21℃の割合で上昇
特に1990年以降，高温となる
年が頻出
日本で暑かった年
※2019年はおそらく1番目

に入る
①2016年（+0.88℃）
②1990年（+0.78℃）
③2004年（+0.77℃）
④1998年（+0.75℃）
⑤2015年（+0.69℃）
⑥2018年（+0.68℃）

観測地点15地点；網走、根室、寿都、山形、石巻、伏木、飯田、銚子、境、浜田、彦根、宮崎、多度津、名瀬、石垣島
長期間にわたって観測を継続している気象観測所の中から、都市化による影響が比較的少なく、また、特定の地域に
偏らないように選定
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様々な分野における将来予測される影響
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM
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気候変動への適応の重要性（緩和と適応は車の両輪）
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

温室効果ガスの増加
化石燃料使用による
二酸化炭素の排出など

気候変動
気温上昇（地球温暖化）
降雨パターンの変化
海面上昇など

気候変動の影響
生活、社会、経済
自然環境への影響

緩和
温室効果ガスの
排出を抑制する

被害を防止・
軽減する

適応

緩和： 気候変動の原因となる温室効果ガスの排出削減対策

適応： 既に生じている、あるいは、将来予測される
気候変動の影響による被害の防止・軽減対策

地球温暖化対策推進法 気候変動適応法

省エネ

再生可能エネルギー

温室効果ガス削減

エコカー

ＣＣＳ

森林の維持

熱中症予防

節水・雨水利用

感染症予防

防災・減災

高温耐性作物
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気候変動適応法の概要
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

国、地方公共団体、事業者、国民が気候変動適応の推進のため担うべき役割を明確化。
国は、農業や防災等の各分野の適応を推進する気候変動適応計画を策定（H30年11月27日閣議決定）。その進展
状況について、把握・評価手法を開発。
環境省が、気候変動影響評価をおおむね５年ごとに行い、その結果等を勘案して計画を改定。

１．適応の総合的推進

２．情報基盤の整備 ３．地域での適応の強化
適応の情報基盤の中核として国立環境研究所を
位置付け。

各分野において、信頼できるきめ細かな情報に基づく効果的な適応策の推進
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４．適応の国際展開等
国際協力の推進。
事業者等の取組・適応ビジネスの促進。

都道府県及び市町村に、地域気候変動適応計画策定の
努力義務。
地域において、適応の情報収集・提供等を行う体制（地
域気候変動適応センター）を確保。
広域協議会を組織し、国と地方公共団体等が連携して地
域における適応策を推進。

「気候変動適応情報プラットフォーム」（国立環境研究所サイト）
の主なコンテンツ

http://www.adaptation-platform.nies.go.jp/index.html

コメの収量
の将来予測

砂浜消失率
の将来予測

＜対象期間＞
21世紀末（2081
年～2100年）
＜シナリオ＞
厳しい温暖化対
策をとった場合
(RCP2.6)

※品質の良いコメの収量

将来影響の科学的知見に基づき、
・高温耐性の農作物品種の開発・普及
・魚類の分布域の変化に対応した漁場の整備
・堤防・洪水調整施設等の着実なハード整備
・ハザードマップ作成の促進
・熱中症予防対策の推進 等

[平成三十年法律第五十号]
平成30年６月13日公布
平成30年12月1日施行
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国立環境研究所の気候変動適応への取り組み
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

国の調査研究機関

大学、
地域の研究機関等

大学

国民

各地域（都道府県等）

研究機関との
協力体制構築

政府

地方公共団体

住民企業 地域の企業

情報収集・整理・分析
調査研究・技術開発

気候変動適応情報
プラットフォーム

A-PLAT

国立環境研究所
気候変動適応センター

地域気候変動
適応センター
情報収集・整理

・分析・提供情報・成果

技術的助言 地域研究
機関

協力体制

• 気候変動適応センター（CCCA）が中核となり、情報の収集・整理・分析や研究を推進
• 成果の提供や技術的助言を通じて、気候変動適応策の推進に貢献

地域の
研究機関等
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地域が期待される役割
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

1.地域気候変動適応計画の策定→地域の実情を踏まえた計画を作る
• 地域ごとに地理・気候・文化・社会経済などの状況は様々。

それによって、気候変動影響や取り得る適応策は変わってくる。
• 気候変動は「ナマモノ」。対応策がどれだけ変わるかで影響の出方

が変わる。予測の確度など科学的知見も時間とともに進化していく。

2.地域気候変動適応センターの設立→取組促進のため情報拠点を作る
• 地域における気候変動影響に関する情報や研究等の取組みの整理
• 地域資源を活用した適応に係る取組情報の収集・支援

3.行政、大学・研究機関、地場産業・地元企業の協働による地域特性に
応じた適応策の実施→関係者が一丸となって対策・取組を進める

• 関連施策の整理、関連部局の連携

4.普及啓発→いろいろな関係者にわかりやすく情報発信
• 地域で鍵になる人たちに必要な情報を伝える
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地方公共団体等への支援状況
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

地域の講演会への講師派遣や検討会の委員就任
地域気候変動適応センター訪問、ヒアリング
地方公共団体等を対象とした研修、意見交換会の開催
広域協議会(環境省主催：全国7地域)にアドバイザーとして参画

適応関連講師派遣 適応関連検討会等への対応
• 昨年９月以降、３7件の講師派遣を行い計

2,600名超の参加者を得た（北海道、長野
県、静岡県、高知県、福岡県、福岡市等）

• 新潟県、栃木県、神奈川県、京都府・京都
市、福岡県、長崎県、川崎市等

研修等の実施
• 地方公共団体担当者を対象に２回開催

地域気候変動適応センター訪問
• 13センターを訪問し、要望・課題をヒアリング

2019年8月29・30日
気候変動適応研修（76名）

2019年11月22日
地域の気候変動適応推進に向けた意見交換会（73名）
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気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

https://adaptation-platform.nies.go.jp/

• 「気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）」を平成28年8月に開設＝気候変動の影響や
適応に関する情報の提供を通じ、地方公共団体や事業者等の取り組みを促進する基盤。

• 2019年12月にA-PLATを全面改修。サイト全体の利便性を向上。
• 地域適応計画の策定状況・地域センターの設置状況・気候変動適応e-ラーニング・気候変動関連

統計データ集の刷新、適応事例紹介・インタビュー記事、個人向け情報・適応ビジネス情報を充実。

改修後のトップページ 主なデータ更新・追加等
• インタビュー：自治体、

適応（+９件）
• 適応策データベース
• ビジネスの事例

（気候リスク管理，
適応ビジネス）

• 統計データ集の刷新
• 文献データベースの

統合・整理

新規コンテンツの例

地域情報や見やすいグラフ群

多彩な入り口
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WebGISにて提供している予測結果について
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

※1981～2000年を「基準期間」として、「21世紀半ば」（2031年～2050年）
と「21世紀末」（2081年～2100年）の気候予測の結果

RCP2.6（厳しく温暖化対策を実施）
RCP4.5（中程度の温暖化対策を実施）
RCP8.5（ほぼ温暖化対策を実施せず）

ポイント

出典：JCCCA http://www.jccca.org/ipcc/ar5/rcp.html

出典；気候変動適応情報プラットフォーム「将来予測、影響評価に関する研究成果」https://a-plat.nies.go.jp/webgis/index.html
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全国・都道府県情報 (WebGIS)
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

都道府県別の気候と気候変動による影響の予測．
平成29年３月３１日にWebGIS版公開

「環境省環境研究総合推進費S-8 温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究」
における研究成果に基づく

この画面は
「気候」＞「年平均気温」，
MIROC5，RCP2.6，
滋賀県のみを抽出したもの

全国・都道府県情報

分野：「気候」「農業」
「水環境」「自然生態系」
「自然災害」「健康」

滋賀県を選択
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滋賀県における将来の年平均気温予測（MIROC5）
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

21世紀半ば
2031-2050年

21世紀末
2081-2100年RCP2.6

RCP8.5

出典；気候変動適応情報プラットフォーム「全国・都道府県情報」http://a-plat.nies.go.jp/webgis/index.html

年平均気温は上昇傾向
RCP2.6
（厳しく温暖化対策を実施）
・21世紀半ば：1.73℃
・21世紀末：1.85℃

RCP8.5
（ほぼ温暖化対策を実施せず）
・21世紀半ば：2.05℃
・21世紀末：4.49℃

（基準期間1981-2000年との差）
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滋賀県における将来の年降水量予測（MIROC5）
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

出典；気候変動適応情報プラットフォーム「全国・都道府県情報」http://a-plat.nies.go.jp/webgis/index.html

年降水量は増加傾向
RCP2.6
（厳しく温暖化対策を実施）
・21世紀半ば：1.05倍
・21世紀末：1.13倍

RCP8.5
（ほぼ温暖化対策を実施せず）
・21世紀半ばから影響が出始め
1.1倍程度となる地域が拡大

・21世紀半ば：1.08倍
・21世紀末：1.10倍

RCP2.6

RCP8.5

21世紀半ば
2031-2050年

21世紀末
2081-2100年

（基準期間1981-2000年との差）
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滋賀県における将来の年最深積雪予測 (MRI-AGCM3.2S, NHRCM05)
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

出典；気候変動適応情報プラットフォーム「全国・都道府県情報」http://a-plat.nies.go.jp/webgis/index.html

年最深積雪は減少傾向
RCP8.5
（ほぼ温暖化対策を実施せず）
21世紀末
：多くの地域で20㎝以上減少

※気象庁地球温暖化予測情報第9巻データ

RCP8.5
21世紀末

2076-2095年

（現在1980-1999年と
21世紀末2076-2095年との差）
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滋賀県における将来の熱中症搬送者数予測（MIROC5）
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

出典；気候変動適応情報プラットフォーム「全国・都道府県情報」http://a-plat.nies.go.jp/webgis/index.html

RCP2.6

RCP8.5

熱中症搬送者数は増加傾向
RCP2.6
（厳しく温暖化対策を実施）
・21世紀半ば：1.71倍
・21世紀末：1.77倍

RCP8.5
（ほぼ温暖化対策を実施せず）
・21世紀半ば：1.93倍
・21世紀末：4.44倍

21世紀半ば
2031-2050年

21世紀末
2081-2100年

年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年
期間 4.30-7.29

滋賀県 673 629 603 773
全国 55,852 50,412 52,984 57,534
※消防庁（平成29年10月18日）「平成29 年（５月から９月）の熱中症による救急搬送状況」

※消防庁（平成30年7月31日）「熱中症による救急搬送人員数（7月23日～7月29日速報値）」

5.1-9.30

滋賀県と全国における熱中症搬送者数（人）

（基準期間1981-2000年との差）
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滋賀県における将来のコメ収量（品質重視）予測（MIROC5）
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

RCP2.6

RCP8.5

コメ収量（品質重視）への
影響は地域により異なる
RCP2.6
（厳しく温暖化対策を実施）
・21世紀半ば：0.936倍
・21世紀末：0.811倍

RCP8.5
（ほぼ温暖化対策を実施せず）
・21世紀半ばに0.5倍未満
にまで減少する地域もあり

・21世紀半ば：0.685倍
・21世紀末：0.221倍

21世紀半ば
2031-2050年

21世紀末
2081-2100年

（基準期間1981-2000年との差）

出典；気候変動適応情報プラットフォーム「全国・都道府県情報」http://a-plat.nies.go.jp/webgis/index.html
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滋賀県における将来のブナ潜在生息域予測
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

（基準期間1981-2000年と
21世紀末との比較） 21世紀末

RCP8.5

ブナ潜在生育域は減少傾向
RCP2.6
（厳しく温暖化対策を実施）
・21世紀末：10.5％
湖北、湖東で減少、生杉
の原生林も縮小の危険性

RCP8.5
（ほぼ温暖化対策を実施せず）
・21世紀末：0.00％

生杉の原生林も含めて
ほぼ消滅

生杉（おいすぎ）
のブナ原生林

21世紀末
2081-2100年

現在
1981-2000年 RCP2.6

出典；気候変動適応情報プラットフォーム「全国・都道府県情報」http://a-plat.nies.go.jp/webgis/index.html
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

新潟県

高知県

茨城県

三重県

滋賀県

静岡県
神奈川県

埼玉県
愛知県

長野県

気候変動適応法に基づく
地域気候変動適応センターの設置状況

(2020年1月29日現在)

計13県

民間の機関

地方公共団体（庁内組織等）
地方環境研究所

大学

福岡県

宮崎県

香川県

地方公共団体の適応



適応策は、地域の状況に応じて実施され、常に見直される
ことが重要。

国立環境研究所は、気候変動影響・適応に関する研究
情報基盤の中核として
① 情報の収集・整理・分析・提供

=> 研究機関・自治体・国等＜連携＞した情報の流通
=> “つなぎ“としての役割

② 地方公共団体や地域気候変動適応センターへの技術
的助言

=>“Needs”は何か
を通じ、気候変動適応に関する取組に貢献します。

まとめ


